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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次
第９期

第２四半期連結
累計期間

第９期
第２四半期連結
会計期間

第８期

会計期間
自　平成20年12月１日
至　平成21年５月31日

自　平成21年３月１日
至　平成21年５月31日

自　平成19年12月１日
至　平成20年11月30日

売上高 (千円) 590,125 271,441 1,265,558

経常損失（△） (千円) △160,220 △81,368 △289,497

四半期(当期)純損失
（△）

(千円) △138,275 △63,903 △563,772

純資産額 (千円) ─ 1,203,843 1,332,994

総資産額 (千円) ─ 2,442,233 2,738,441

１株当たり純資産額 (円) ─ 41,173.46 50,146.78

１株当たり四半期
（当期）純損失（△）

(円) △9,369.38 △4,324.22 △42,774.85

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) ─ ─ ―

自己資本比率 (％) ─ 24.9 26.8

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △38,338 ─ △43,754

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 109,950 ─ △276,739

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △116,798 ─ 84,024

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) ─ 157,158 199,642

従業員数 (名) ─ 181 171

(注) １　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益については、新株予約権の残高がありますが、1株当たり四半期

(当期)純損失であるため記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当第２四半期連結会計期間における、当社グループ（当社及び関係会社）において営まれている事業の

内容の重要な変更はありません。

　

３ 【関係会社の状況】

当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社における状況

　 平成21年 5月31日現在

従業員数(名) 181

(注) 従業員数は就業人員であります。

　

　

(2) 提出会社の状況

　 平成21年 5月31日現在

従業員数(名) 10

(注) 従業員数は就業人員であります。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当社グループは製品の生産を行っていないため、記載すべき事項はありません。

　

(2) 受注実績

当社グループは受注生産を行っていないため、記載すべき事項はありません。

　

(3) 販売実績

当第２四半期連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで

あります。
　

事業の種類別セグメントの名称 販売高(千円)

投資情報提供事業 240,154

金融アドバイザリー事業 18,652

その他の事業 12,635

合計 271,441

(注) １　セグメント間取引については、相殺消去しております。

２　主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合

　
相手先

第２四半期連結会計期間

　 販売高(千円) 割合（％）

　（株）ＱＵＩＣＫ 29,380 10.8

３　上記の金額には消費税等は含まれておりません。

　

２ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。

　

３ 【財政状態及び経営成績の分析】

文中の将来に関する事項は、本四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）

が判断したものであります。なお、前年同期比は参考として記載しており、四半期レビューの対象となって

いない数値等に基づいて記載しております。

 

(1) 業績等の概要

　
当第２四半期連結会計期間における世界経済は、金融危機に対応した欧米主要国や主要新興国の金

融安定化策の実施や大型の財政政策発動を受け、景気底入れへの期待が高まりました。各国の株価も

景気回復を先取りする形で反発に転じました。我が国経済も1～３月期に戦後最悪のマイナス成長を

示したものの、輸出や生産が下げ止まるなど景気に持ち直しの兆しが出てきております。株式市場も

日経平均株価は3月に7,021円の底値をつけた後反発し、9,522円で当第２四半期連結会計期間を終え

ました。

当社グループの事業領域である金融業界においては、世界的に流動性の供給を潤沢に行う事により

信用収縮の回避と金融不安の鎮静化が図られるとともに、ヘッジファンドへの国際的な監視など規制

強化の動きも併進する形で強まっております。

当社グループは、このような激動期の中で、中立性の高い投資情報をタイムリーに投資家の皆様に

お届けし、資産形成に役立てて頂くべく、コンテンツの充実化と品揃えの強化に積極的に取り組んで

おります。しかしながら、業績につきましては、金融危機の影響が長期化し不安が払拭出来ない中、足

踏みの展開を余儀なくされました。　
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　以上の結果、当第２四半期連結会計期間の売上高は271,441千円（前年同期比22,357千円の減少）、

営業損失は56,555千円（前年同期比13,444千円の増加）、経常損失は81,368千円（前年同期比22,998

千円の増加）、四半期純損失は63,903千円（前年同期比313,695千円の減少）となりました。

　
　

事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。
　

①　投資情報提供事業

投資情報提供事業においては、今年度初めに中間持株会社を新設し、事業活動の責任の明確化と事

業展開のスピードアップを進めております。各コンテンツ作成部門では投資家の皆様のニーズに対応

すべく既存商品の拡充、新商品の開発を進めてまいりました。当第２四半期連結会計期間においては、

為替国際金融情報、中国における金融データベース提供業務が好調に推移致しましたが、国内の日本

株・中国株投資情報提供業務の売上が前年同期を下回りました。

　以上の結果、当第２四半期連結会計期間における投資情報提供事業の売上高は240,154千円（前年同

期比8,651千円の減少）、営業利益は42,013千円（前年同期比2,784千円の減少）となりました。

　

②　金融アドバイザリー事業

金融アドバイザリー事業においては、金融不安を背景としたファンド契約の伸び悩みに伴い販売手

数料・管理料収入が前年同期を下回りました。また当社グループが保有するファンドの償還がなく責

任投資による売上計上もありませんでした。

　以上の結果、当第２四半期連結会計期間における金融アドバイザリー事業の売上高は18,652千円

（前年同期比19,803千円の減少）、営業損失については10,839千円（前年同期比9,741千円の増加）

となりました。

　なお、このような状況下、金融危機の影響が長期化することを見込みコスト削減を一層強化するた

め、今年度末までにT&C Financial Advisor (USA), Inc. を解散することを6月に決定しております。

　

③　その他の事業

エンターテインメント事業においては、フォーマット販売によるコンサルティング料等を計上致し

ました。また、ライセンス事業においては、特許使用料の売上が前年同期を上回りました。

　以上の結果、その他の事業の売上高は12,635千円（前年同期比6,097千円の増加）、営業損失につい

ては8,925千円（前年同期は営業利益987千円）となりました。

 
　
所在地別セグメントの業績は次のとおりであります。

　

①　日本

為替・国際金融情報提供において、金融機関を顧客としたBtoBtoCサービスの売上は順調な伸び

を示しましたが、中国株・日本株情報提供においては個人投資家の投資意欲減退を反映して売上

は落ち込みました。ライセンス事業においては特許料収入が前年同期を上回る大幅な伸びを示し

ました。

　以上の結果、売上高は188,432千円（前年同期比18,492千円の減少）、営業損失は34,581千円（前

年同期比246千円の減少）となりました。
　

②　米国

米国では、エンターテインメント事業の売上が好調に推移致しましたが、金融アドバイザリー事

業の不振を主因に売上は減少致しました。 

　以上の結果、売上高は18,439千円（前年同期比8,763千円の減少）、営業損失は19,981千円（前年

同期比10,862千円の増加）となりました。
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③　中国

中国では、現地の金融機関などに対して金融データベース・金融情報ターミナルを提供してお

り、好調に売上を伸ばしました。その結果、売上高は58,968千円（前年同期比12,735千円の増加）、

営業利益は11,990千円（前年同期比9,874千円の増加）となりました。
　

④　欧州

欧州では、アドバイザリー業務による成功報酬の売上が前年実績を下回った結果、売上高は5,601

千円（前年同期比6,751千円の減少）、営業損失は3,892千円（前年同期は営業利益3,298千円）と

なりました。
　

⑤　ケイマン諸島

ケイマン諸島では、当第２四半期連結会計期間に売上はありませんでしたが（前年同期比1,084

千円の減少）、支払報酬等が増加し営業損失は10,093千円（前年同期比7,060千円の増加）となり

ました。
　

(2) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物は第１四半期連結会計期間末と比べて
13,444千円増加し、157,158千円となりました。当第２四半期連結会計期間における各キャッシュ・フ
ローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。
　

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動により使用した資金は、51,968千円となりました。これは、売上債権の減少額16,084千円、
持分法による投資損失17,132千円などによる増加があったものの、税金等調整前四半期純損失
72,389千円、法人税等の支払額22,686千円などによる減少があったためであります。

　

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動により得られた資金は、47,619千円となりました。これは、投資有価証券の取得による支
出15,218千円などの減少要因があったものの、投資有価証券の売却による収入52,574千円、定期預
金の払戻による収入15,000千円などがあったことが主な要因であります。

　

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果得られた資金は、21,346千円となりました。これは、短期借入金の純減少額22,466
千円、長期借入金の返済による支出36,222千円などの減少要因があったものの、長期借入れによる
収入80,000千円があったことが主な要因であります。

　

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありま
せん。

　

(4) 研究開発活動

該当事項はありません。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第２四半期連結会計期間において、第１四半期連結会計期間末に計画中であった重要な設備の新設、

除却等について、重要な変更並びに設備計画の完了はありません。

　また、当第２四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 50,928

計 50,928

　

② 【発行済株式】

　

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成21年５月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成21年７月10日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 14,778 14,778
大阪証券取引所

（ニッポン・ニューマーケッ
ト―「ヘラクレス」）

権利の内容に何ら限定
のない、当社における標
準となる株式。単元株制
度を採用していないた
め、単元株式数はない。

計 14,778 14,778 ― ―

(注)「提出日現在発行数」欄には、平成21年7月1日からこの報告書提出日までの新株予約権の権利行使により発行され

た株式数は含まれておりません。
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(2) 【新株予約権等の状況】

旧商法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

 

株主総会の特別決議日（平成16年9月8日）

区分
第２四半期会計期間末現在 
(平成21年５月31日)

新株予約権の数(個) 332

新株予約権のうち自己新株予約権の数 －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数(株)　(注)1 664

新株予約権の行使時の払込金額(円)　 (注)1,2 62,500

新株予約権の行使期間
平成18年12月1日～
平成21年11月30日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額(円) (注)1

発行価格　62,500
資本組入額　62,500

新株予約権の行使の条件

　新株予約権者は、本新株予約権の行使時において、当社およ
び当社子会社または当社関連会社の取締役または従業員の何
れかの地位を有していることを要する。ただし、定年退職、及
び取締役会が適切と認めた場合は本項に定める地位を喪失後
も権利行使を可能とする。
　新株予約権者が死亡した場合は、相続人はこれを行使するこ
とができる。
　その他の権利行使の条件については、本株主総会および取締
役会決議に基づき当社と対象者との間で締結する「新株予約
権割当契約」に定めるところによる。

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権について譲渡、担保権設定、質入れ等その他の処
分をする事ができないものとする。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に
関する事項

―

(注) １  平成17年8月18日付の1株を2株にする株式分割により、新株予約権の目的となる株式の数および行使時の払込

金額が調整されております。

２　本新株予約権にかかる株主総会の決議日後、当社が株式の分割・株式の併合を行う場合には、次の算式により行

使価額を調整し、調整により生じる1円未満の端数は切り上げる。

調整後行使価額 = 調整前行使価額 ×
1

分割・併合の比率

　
また、本新株予約権にかかる株主総会決議日後、当社がこの行使価額を下回る価額による新株の発行が

行われる場合（ただし、新株予約権の行使による場合を除く）または自己株式の処分を行う場合は、次の算式

（コンバージョン・プライス方式）により調整される。調整により生じる1円未満の端数は切り上げる。

また、行使価額の調整が行われた場合には、当社は調整後直ちに被付与者に対し、その旨ならびにその事由、調

整後の行使価額および適用の日を通知する。
　

 

調整後

行使価額
＝

既発行

株式数
×

調整前

行使価額
＋

新発行

株式数
×

１株当たり

払込金額

既発行株式数　＋　新発行株式数

　
なお、上記計算式において「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式を控除

した数とし、また自己株式の処分を行う場合には「新発行株式数」を「処分する自己株式数」、「1株当たり払

込金額」を「1株当たり処分金額」と読み替えるものとする。

　　　　　 さらに、本新株予約権にかかる株主総会決議日後に当社が他社と合併する場合、会社分割を行う場合、資本減少を行

う場合、その他これらの場合に準じ、行使価額の調整を必要とする場合には、合理的な範囲で、行使価額は適切に

調整されるものとする。
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株主総会の特別決議日（平成17年6月30日）

区分
第２四半期会計期間末現在 
(平成21年５月31日)

新株予約権の数(個) 47

新株予約権のうち自己新株予約権の数 －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数(株)　 94

新株予約権の行使時の払込金額(円)　 (注) 139,387

新株予約権の行使期間
平成19年11月10日～
平成21年11月30日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額(円) 

発行価格　139,387
資本組入額　139,387

新株予約権の行使の条件

新株予約権者は、本新株予約権の行使時において、当社およ
び当社子会社または当社関連会社の取締役または従業員の何
れかの地位を有していることを要する。ただし、定年退職及び
取締役会が適切と認めた場合は本項に定める地位を喪失後も
権利行使を可能とする。
　新株予約権者が死亡した場合は、相続人はこれを行使するこ
とができる。
　その他の権利行使の条件については、株主総会および取締役
会決議に基づき当社と対象者との間で締結する「新株予約権
割当契約」に定めるところによる。

新株予約権の譲渡に関する事項
　新株予約権について、譲渡、担保権設定、質入れ等その他の処
分をすることができないものとする。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に
関する事項

―

(注) １  平成20年９月26日付の新株発行による調整後の価格を記載しております。

　　 ２　本新株予約権にかかる株主総会の決議日後、当社が株式の分割・株式の併合を行う場合は次の算式により行使価

額を調整し、調整により生じる1円未満の端数は切り上げる。

調整後行使価額 = 調整前行使価額 ×
1

分割・併合の比率

　
また、本新株予約権にかかる株主総会決議日後、当社がこの行使価額を下回る価額による新株の発行が

行われる場合（ただし、新株予約権の行使による場合を除く）または自己株式を処分するときは、次の算式（コ

ンバージョン・プライス方式）により調整される。調整により生じる1円未満の端数は切り上げる。

また、行使価額の調整が行われた場合には、当社は、調整後直ちに被付与者に対し、その旨ならびにその事由、

調整後の行使価額および適用の日を通知する。
　

 

調整後

行使価額

 

＝

既発行

株式数
×

調整前

行使価額
＋

新発行

株式数
×

１株当たり

払込金額

既発行株式数　＋　新発行株式数

　
なお、上記計算式において「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式を控除

した数とし、また自己株式の処分を行う場合には「新発行株式数」を「処分する自己株式数」、「1株当たり払

込金額」を「1株当たり処分金額」と読み替えるものとする。

　　　　　 さらに、本新株予約権にかかる株主総会決議日後に当社が他社と合併する場合、会社分割を行う場合、資本減少を行

う場合、その他これらの場合に準じ、行使価額の調整を必要とする場合には、合理的な範囲で、行使価額は適切に

調整されるものとする。
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(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成21年５月31日 － 14,778 － 721,542 － 504,125

　

(5) 【大株主の状況】

平成21年5月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

田中　茂樹 東京都港区 3,973 26.88

ロー・ブン・ファ
（常任代理人　株式会社三菱東京
ＵＦＪ銀行）

＃28-00　シンガポール
（東京都千代田区丸の内2-7-1）

2,229 15.08

バンク　ジュリウス　ベア　アンド
　カンパニー　リミテッド
（常任代理人　三菱東京UFJ銀
行）

BAHNHOFSTRASSE 36, P.O.BOX 
8010, CH-8001 ZURICH, 
SWITZERLAND 
(東京都千代田区丸の内2-7-1)

689 4.66

大榮産業株式会社 愛知県名古屋市中村区本陣通4-18 670 4.53

テレコム・ベンチャー投資事業

組合

東京都千代田区丸の内1-8-2（株式会社ジャ
フコ内）

594 4.02

吉田　優 東京都東久留米市 354 2.40

エスアイエックス　エスアイエス
　エルティーディー
（常任代理人　株式会社三菱東京
UFJ銀行）

BASLERSTRASSE 100,CH-4600 OLTEN
SWITZERLAND 
 
（東京都千代田区丸の内2-7-1） 
 

346 2.34

ジャフコⅤ１－Ｂ号投資事業有
限責任組合

東京都千代田区丸の内1-8-2（株式会社ジャ
フコ内）

253 1.71

松本　貞子 東京都港区 237 1.60

植田　建和 神奈川県横浜市青葉区 234 1.58

計 ― 9,579 64.82
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

　 　 　 平成21年５月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式　14,778 14,778

権利の内容に何ら限定のない、当社
における標準となる株式。単元株制
度を採用していないため、単元株式
数はない。

単元未満株式 ― ― ―

発行済株式総数 14,778 ― ―

総株主の議決権 ― 14,778 ―

　

② 【自己株式等】

　 　 平成21年５月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

― ― ― ― ― ―

計 ― ― ― ― ―

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成20年
12月

平成21年
１月

平成21年
２月

平成21年
３月

平成21年
４月

平成21年
５月

最高(円) 122,000104,00092,00087,50082,00085,000

最低(円) 98,00081,90081,10078,00074,00081,000

(注)　株価は、大阪証券取引所（ニッポン・ニュー・マーケット－「ヘラクレス」）における株価を記載しております。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第２四半期連結会計期間(平成21年３月１

日から平成21年５月31日まで)及び当第２四半期連結累計期間(平成20年12月１日から平成21年５月31日ま

で)に係る四半期連結財務諸表について、東陽監査法人により四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：千円)

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年５月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年11月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 157,158 214,642

売掛金 145,877 205,730

たな卸資産 ※１
 4,924

※１
 12,892

営業投資有価証券 31,898 40,755

その他 108,512 189,693

流動資産合計 448,370 663,714

固定資産

有形固定資産 ※２
 53,423

※２
 52,932

無形固定資産

のれん 11,642 18,474

映画制作費 795,825 812,578

特許権 209,050 220,150

その他 22,603 22,609

無形固定資産合計 1,039,121 1,073,812

投資その他の資産

投資有価証券 ※３
 342,755

※３
 362,790

関係会社株式 ※３
 313,210

※３
 351,435

関係会社長期貸付金 151,554 140,951

その他 93,797 92,805

投資その他の資産合計 901,317 947,982

固定資産合計 1,993,862 2,074,727

資産合計 2,442,233 2,738,441

負債の部

流動負債

買掛金 6,630 6,854

短期借入金 280,169 375,403

1年内返済予定の長期借入金 162,664 136,000

未払法人税等 20,950 47,126

返品調整引当金 3,481 3,679

その他 290,453 343,631

流動負債合計 764,350 912,695

固定負債

長期借入金 309,114 326,000

その他 164,925 166,752

固定負債合計 474,039 492,752

負債合計 1,238,389 1,405,447
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(単位：千円)

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年５月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年11月30日)

純資産の部

株主資本

資本金 721,542 711,525

資本剰余金 504,125 504,125

利益剰余金 △514,004 △375,728

株主資本合計 711,663 839,921

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △12,880 △13,576

為替換算調整勘定 △90,321 △91,092

評価・換算差額等合計 △103,202 △104,669

少数株主持分 595,382 597,742

純資産合計 1,203,843 1,332,994

負債純資産合計 2,442,233 2,738,441
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

(単位：千円)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成20年12月１日
　至 平成21年５月31日)

売上高 590,125

売上原価 299,500

売上総利益 290,625

返品調整引当金戻入額 3,679

返品調整引当金繰入額 3,481

差引売上総利益 290,823

販売費及び一般管理費 ※
 396,512

営業損失（△） △105,688

営業外収益

受取利息 804

その他 897

営業外収益合計 1,701

営業外費用

支払利息 14,171

持分法による投資損失 36,042

その他 6,019

営業外費用合計 56,233

経常損失（△） △160,220

特別利益

投資有価証券売却益 8,979

特別利益合計 8,979

特別損失

有形固定資産除却損 13

特別損失合計 13

税金等調整前四半期純損失（△） △151,254

法人税、住民税及び事業税 2,317

法人税等調整額 △6,004

法人税等合計 △3,686

少数株主損失（△） △9,292

四半期純損失（△） △138,275
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【第２四半期連結会計期間】
(単位：千円)

当第２四半期連結会計期間
(自 平成21年３月１日
　至 平成21年５月31日)

売上高 271,441

売上原価 136,197

売上総利益 135,243

返品調整引当金戻入額 4,235

返品調整引当金繰入額 3,481

差引売上総利益 135,998

販売費及び一般管理費 ※
 192,553

営業損失（△） △56,555

営業外収益

受取利息 102

その他 861

営業外収益合計 963

営業外費用

支払利息 6,899

持分法による投資損失 17,132

その他 1,745

営業外費用合計 25,776

経常損失（△） △81,368

特別利益

投資有価証券売却益 8,979

特別利益合計 8,979

税金等調整前四半期純損失（△） △72,389

法人税、住民税及び事業税 1,230

法人税等調整額 △4,372

法人税等合計 △3,141

少数株主損失（△） △5,343

四半期純損失（△） △63,903
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：千円)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成20年12月１日
　至 平成21年５月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △151,254

減価償却費 11,386

のれん償却額 6,831

特許権償却額 11,100

映画制作費償却額 23,249

長期前払費用償却額 1,060

固定資産除却損 13

返品調整引当金の増減額（△は減少） △198

投資有価証券売却損益（△は益） △8,979

受取利息 △804

支払利息 14,171

為替差損益（△は益） 5,330

支払手数料 713

持分法による投資損益（△は益） 36,042

売上債権の増減額（△は増加） 60,996

たな卸資産の増減額（△は増加） 7,934

営業投資有価証券の増減額（△は増加） 8,621

仕入債務の増減額（△は減少） △142

未払金の増減額（△は減少） △19,504

前受金の増減額（△は減少） 3,161

未払消費税等の増減額（△は減少） △4,908

その他 △2,099

小計 2,722

利息及び配当金の受取額 1,875

利息の支払額 △14,379

法人税等の支払額 △28,556

営業活動によるキャッシュ・フロー △38,338

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の払戻による収入 15,000

有形固定資産の取得による支出 △8,050

無形固定資産の取得による支出 △2,895

映画制作費の支出 △681

投資有価証券の取得による支出 △24,882

投資有価証券の売却による収入 52,574

投資有価証券の払戻による収入 3,338

敷金及び保証金の差入による支出 △2,160

敷金及び保証金の回収による収入 458

関係会社貸付けによる支出 △8,781

貸付金の回収による収入 86,057

その他 △24

投資活動によるキャッシュ・フロー 109,950
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(単位：千円)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成20年12月１日
　至 平成21年５月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △96,781

長期借入れによる収入 80,000

長期借入金の返済による支出 △70,222

投資有価証券取得預り金からの支出 △3,252

社債の償還による支出 △36,500

株式の発行による収入 9,957

財務活動によるキャッシュ・フロー △116,798

現金及び現金同等物に係る換算差額 2,702

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △42,483

現金及び現金同等物の期首残高 199,642

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 157,158
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第２四半期連結累計期間

(自　平成20年12月１日　至　平成21年５月31日)

１　連結の範囲の変更

当連結会計年度の第１四半期連結会計期間において、株式会社T&C FIホールディングスを新たに設立した

　ため、連結の範囲に含めております。変更後の連結子会社の数は16社であります。

 

２　会計処理の原則及び手続の変更

①「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号 平成18年７月５日）を当連結会計年度の第

　 １四半期連結会計期間から適用しておりますが、これによる損益への影響はありません。

 

②「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」（実務対応報告第18号　平

　　成18年５月17日）を当連結会計年度の第１四半期連結会計期間から適用しておりますが、これによる損

　　益への影響は軽微であります。

　

【追加情報】

当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年12月１日　至　平成21年５月31日)

映画制作費の償却方法

連結子会社が計上しておりました映画制作費について、当連結会計年度の第１四半期連結会計期間より配給

契約に基づく収益の計上を開始致しました。これに伴い、映画制作費については、予想総収益に対する各年度の

収益割合に応じた償却を行っております。

　

【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　
当第２四半期連結会計期間末
(平成21年５月31日)

前連結会計年度末
(平成20年11月30日)

※１ たな卸資産の内訳は次のとおりであります。

製品　　　　 　　    　　　6千円 
仕掛品　　　　　　　　 4,917千円

※２ 有形固定資産の減価償却累計額は74,123千円であ
     ります。

※３ 関連会社に対するものは次のとおりであります。

投資有価証券　　　　 259,037千円 
関係会社株式　　　   313,210千円

 

※１ たな卸資産の内訳は次のとおりであります。

製品　　　　　　　　　    716千円 
仕掛品　　　　　　 　　12,175千円

※２ 有形固定資産の減価償却累計額は66,580千円であ
     ります。

※３ 関連会社に対するものは次のとおりであります。

投資有価証券　　　　　260,081千円 
関係会社株式　　　　　351,435千円
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(四半期連結損益計算書関係)

第２四半期連結累計期間

当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年12月１日 
　至　平成21年５月31日)

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

役員報酬　　　84,278千円
給料手当　　　87,127千円

　

第２四半期連結会計期間

当第２四半期連結会計期間
(自　平成21年３月１日 
　至　平成21年５月31日)

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

役員報酬　　　44,287千円
給料手当　　　40,187千円

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年12月１日 
　至　平成21年５月31日)

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 

現金及び預金 157,158千円

現金及び現金同等物 157,158千円
 

　

(株主資本等関係)

当第２四半期連結会計期間末(平成21年５月31日)及び当第２四半期連結累計期間(自　平成20年12月１日　

至　平成21年５月31日)

 　発行済株式に関する事項

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 14,778

　

(有価証券関係)

当第２四半期連結会計期間末(平成21年５月31日)

時価のあるその他有価証券が、企業集団の事業の運営において重要なものとなっており、かつ、当該

有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額に前連結会計年度の末日に比べて著しい変動が

見られます。

　　その他有価証券で時価のあるもの

区分 取得原価（千円）
四半期連結貸借対照表
計上額（千円）

差額（千円）

株式 － － －

債券 10,000 9,757 △242

計 10,000 9,757 △242
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

当第２四半期連結会計期間(自　平成21年３月１日　至　平成21年５月31日)

　

投資情報

提供事業

(千円)

金融アドバイ

ザリー事業

(千円)

その他の事業

（千円）
計(千円)

消去又は全社

(千円)
連結(千円)

売上高 　 　 　 　 　 　

(1)外部顧客に対する売上高 240,15418,65212,635271,441 ─ 271,441

(2)セグメント間の内部売上高

又は振替高
─ 352 ─ 352 (352) ─

計 240,15419,00412,635271,793 (352)271,441

営業利益又は営業損失(△) 42,013△10,839△8,925 22,248(78,803)△56,555

（注）　事業区分は、サービスの内容、提供先、市場の類似性を考慮して区分しております。

(1) 投資情報提供事業……日本株情報提供、中国株情報提供、為替・国際金融情報提供　　　

(2) 金融アドバイザリー事業……アドバイザリー業務、コンサルティング業務、責任投資業務

(3) その他の事業……ライセンス事業、エンターテインメント事業

　

当第２四半期連結累計期間(自　平成20年12月１日　至　平成21年５月31日)

　

投資情報

提供事業

(千円)

金融アドバイ

ザリー事業

(千円)

その他の事業

（千円）
計(千円)

消去又は全社

(千円)
連結(千円)

売上高 　 　 　 　 　 　

(1)外部顧客に対する売上高 490,59362,67936,852590,125 ─ 590,125

(2)セグメント間の内部売上高

又は振替高
─ 681 ─ 681 (681) ─

計 490,59363,36136,852590,807 (681)590,125

営業利益又は営業損失(△) 77,321△9,687△12,73954,894(160,582)△105,688

（注）　事業区分は、サービスの内容、提供先、市場の類似性を考慮して区分しております。

(1) 投資情報提供事業……日本株情報提供、中国株情報提供、為替・国際金融情報提供　　　

(2) 金融アドバイザリー事業……アドバイザリー業務、コンサルティング業務、責任投資業務

(3) その他の事業……ライセンス事業、エンターテインメント事業
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【所在地別セグメント情報】

当第２四半期連結会計期間(自　平成21年３月１日　至　平成21年５月31日)

　
日本
(千円)

米国
(千円)

中国
(千円)

欧州
(千円)

ケイマン諸
島（千円）

計
(千円)

消去
又は全社
(千円)

連結
(千円)

売上高 　 　 　 　 　 　 　 　

(1) 外部顧客に
対する売上
高

188,43218,43958,9685,601 ─ 271,441 ─ 271,441

(2) セグメント
　　間の内部
売上高又は
振替高

10,79915,5281,688 3,439 ─ 31,456(31,456) ─

計 199,23133,96760,6569,041 ─ 302,897(31,456)271,441

営業利益又は
営業損失(△)

△34,581△19,98111,990△3,892△10,093△56,558 3 △56,555

(注) 　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

　

当第２四半期連結累計期間(自　平成20年12月１日　至　平成21年５月31日)

　
日本
(千円)

米国
(千円)

中国
(千円)

欧州
(千円)

ケイマン諸
島（千円）

計
(千円)

消去
又は全社
(千円)

連結
(千円)

売上高 　 　 　 　 　 　 　 　

(1) 外部顧客に
対する売上
高

390,00151,863111,82812,08824,343590,125 ─ 590,125

(2) セグメント
　　間の内部
売上高又は
振替高

20,69531,5643,209 6,883 ─ 62,352(62,352) ─

計 410,69683,427115,03818,97224,343652,478(62,352)590,125

営業利益又は
営業損失(△)

△67,846△26,1814,149△5,555△10,285△105,720 31 △105,688

(注) 　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。
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【海外売上高】

当第２四半期連結会計期間(自　平成21年３月１日　至　平成21年５月31日)

　 アジア ケイマン諸島 その他の地域 合計額

Ⅰ　海外売上高(千円) 58,968 18,820 3,597 81,386

Ⅱ　連結売上高(千円) ─ ─ ─ 271,441

Ⅲ　連結売上高に占める

海外売上高の割合(％)
21.8 6.9 1.3 30.0

(注) １　国又は地域の区分は地理的近接度によっています。

２ 各区分に属する国又は地域の内訳は次のとおりであります。 

アジア・・・・・・中国

その他の地域・・・米国、英国、スイス

３　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

　

当第２四半期連結累計期間(自　平成20年12月１日　至　平成21年５月31日)

　 アジア ケイマン諸島 その他の地域 合計額

Ⅰ　海外売上高(千円) 111,828 38,918 46,021 196,768

Ⅱ　連結売上高(千円) ─ ─ ─ 590,125

Ⅲ　連結売上高に占める

海外売上高の割合(％)
18.9 6.6 7.8 33.3

(注) １　国又は地域の区分は地理的近接度によっています。

２ 各区分に属する国又は地域の内訳は次のとおりであります。 

アジア・・・・・・中国

その他の地域・・・米国、英国、スイス

３　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。
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(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

　
当第２四半期連結会計期間末
(平成21年５月31日)

前連結会計年度末
(平成20年11月30日)

　 　

１株当たり純資産額 41,173.46円
　

　 　

１株当たり純資産額 50,146.78円
　

　

２　１株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

第２四半期連結累計期間

当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年12月１日 
 至　平成21年５月31日)

１株当たり四半期純損失 9,369.38円

なお、潜在株式調整後1株当たり四半期純利益について
は、新株予約権残高がありますが、１株当たり四半期純
損失を計上しているため記載しておりません。
 

(注)　１株当たり四半期純損失及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定上の基礎

　

項目
当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年12月１日 
 至　平成21年５月31日)

四半期連結損益計算書上の四半期純損失(千円) △138,275

普通株式に係る四半期純損失(千円) △138,275

普通株主に帰属しない金額(千円) ─

普通株式の期中平均株式数(株) 14,758

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり四
半期純利益の算定に含まれなかった潜在株式について前
連結会計年度末から重要な変動がある場合の概要

第３回　新株予約権　332個
第４回　新株予約権　 47個
これらの詳細は「第４　提出会社の状況　
１　株式等の状況（2）新株予約権等の状
況」に記載のとおりであります。

　
第２四半期連結会計期間

当第２四半期連結会計期間
(自　平成21年３月１日 
 至　平成21年５月31日)

１株当たり四半期純損失 4,324.22円

なお、潜在株式調整後1株当たり四半期純利益について
は、新株予約権残高がありますが、１株当たり四半期純
損失を計上しているため記載しておりません。
 

(注)　１株当たり四半期純損失及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定上の基礎

　

項目
当第２四半期連結会計期間
(自　平成21年３月１日 
 至　平成21年５月31日)

四半期連結損益計算書上の四半期純損失(千円) △63,903

普通株式に係る四半期純損失(千円) △63,903

普通株主に帰属しない金額(千円) ─

普通株式の期中平均株式数(株) 14,778

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり四
半期純利益の算定に含まれなかった潜在株式について前
連結会計年度末から重要な変動がある場合の概要

第３回　新株予約権　332個
第４回　新株予約権 　47個
これらの詳細は「第４　提出会社の状況　
１　株式等の状況（2）新株予約権等の状
況」に記載のとおりであります
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(重要な後発事象)

当第２四半期連結会計期間(自　平成21年３月１日　至　平成21年５月31日)

　
　株式取得による子会社化について

　 　当社では、投資情報提供事業におけるコンテンツ力の強化を重要課題としETFを次なる戦略商

　　品と位置づけ、米国のETFエキスパートカンパニーであるMarco Polo XTF, Inc.（現　持分法適

　　用関連会社） と資本提携を行い事業を進めてまいりました。同社は昨年より事業を本格始動

　　し、商品ラインナップの充実を進めております。当社はETF事業のさらなる増強を目的に、平成

　　21年６月22日開催の取締役会において、同社株式を追加取得、取締役の過半数を派遣し実質的

　　に子会社化することを決議し、公表いたしました。

　(1)株式の取得先　　Marco Polo Network, Inc.   

　　(2)買収する会社の名称　　Marco Polo XTF, Inc. （現　持分法適用関連会社）

　　(3)買収する会社の事業内容　

　　　　　　　　　　　 　　ETFに関するデータベース、レーティング等の投資情報サービス提供

　  (4)取得前の所有株式数　250,000株（所有割合　20％）

 　 (5)取得価額　　　　　　１USドル

　　(6)取得後の所有割合　  49.9％

　

EDINET提出書類

株式会社Ｔ＆Ｃホールディングス(E05652)

四半期報告書

26/29



２【その他】

　当社子会社、株式会社T&Cフィナンシャルリサーチは、平成20年12月、コンテンツ作成にあたっ

　て出版物を無断で掲載したとして、出版物の著作権者より著作権侵害に基づく損害賠償請求訴訟

　を提起されております。

　　当社としては、著作権者が主張するような損害額は発生していないものと判断しております。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成21年７月９日

株式会社T&Cホールディングス

取締役会　御中

　

東陽監査法人

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　高　木　康　行　　　　印

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　米　林　喜　一　　　　印

　

　 　 　

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社T&Cホールディングスの平成20年12月１日から平成21年11月30日までの連結会計年度の第２四半期連結

会計期間（平成21年3月１日から平成21年5月31日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成20年12月１日か

ら平成21年5月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算

書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の

作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明する

ことにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社T&Cホールディングス及び連結子会社

の平成21年5月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計

期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じ

させる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 
(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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